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第 7章　 ロシアの航空機産業の 30年の歩み
──ソ連型産業統制メカニズムの復活か？

伏田　寛範

はじめに
2021年 12月、ソ連崩壊から 30年目を迎えた。今日のロシアの政治・経済の姿はソ連時
代のそれとは大きく変化した。共産党による一党独裁体制はもはやなく、社会主義時代の
計画経済システムも存在しない。だが近年、政治・経済面において、かつてのソ連を彷彿
とさせるような傾向がみられるとの指摘が相次いでいる。政治面では保安機関出身者らシ
ロビキに支えられたプーチン体制はその権威主義的性格をますます強め、「ネオソビエト」
的な統治に変質し 1、経済面でも 2009－ 2019年の GDP平均成長率はわずか 1%で、ブレ
ジネフ期の 1976－ 1984年の「停滞の時代」を彷彿とさせる「停滞（ザストイ）2.0」2を
迎えているという。
ソ連崩壊から 30年が経ち、「あたかも歴史のサイクルが一回りしたかのようだ」3といっ
たような評価があるなか、本稿では軍事大国ソ連・ロシアを支えてきた軍需産業 4が、と
りわけその中核部門である航空機産業 5が、この 30年でどのように変化してきたのかを概
観し、ここにおいても「歴史の反転」が見られるのか否かを検討したい。結論を先取りし
ていえば、航空機産業においても、一見ソ連時代を彷彿とさせるような、国家による産業
統制メカニズムが現れている。ただし、今日の航空機産業は、社会主義計画経済のソ連時
代とは異なり、市場経済の下で活動することが大前提となっており、国家のコントロール
のあり方もまた市場経済のルールに基づいた、株式保有を通じた企業の支配と統治がなさ
れている。それでは以下の各節を通じて、ロシアの航空機産業の 30年の歩みを見てゆこう。

1．ソ連型行政指令システムの解体－相次いだ監督省庁の改組
ソ連時代の航空機産業は、ソ連 閣僚会議付属軍需産業委員会の管轄下にある、生産分野
別に設立された軍需産業関連 9省 6のひとつである航空機産業省 によって監督されていた。
社会主義時代は、この行政指令システムの下で各種航空機の開発・生産が行われていたが、
ソ連崩壊後、市場経済への移行の過程でこうした監督システムは廃止された。
航空機産業を管轄する省庁は、ロシア国防産業省（1991－ 1992年、1992年に同省は廃
止）、ロシア軍需産業委員会（1992年）、国家軍需産業委員会（1993－ 1996年）、再設置さ
れた国防産業省（1996－ 1997年）と変遷し、1997年にふたたび国防産業省が廃止された
ことに伴い、旧ソ連ゴスプランの流れを汲む経済省内の航空機産業局が航空機産業を管轄
することになった。その後 1999年に経済省の機能が分割され、航空機産業局は航空宇宙
庁（ロスアヴィアコスモス）に改組された。さらに、2004年に実施された省庁再編の結果、
航空宇宙庁は航空機部門と宇宙部門 7とに分離され、航空機部門はソ連時代の部門別産業
省の流れを汲む産業エネルギー省（2008年に産業貿易省に改組・改称され、現在に至る）
傘下の連邦産業庁の一部門となった。なお、ソ連時代に航空機産業省をはじめとする軍需
産業関連 9省を統括していた閣僚会議付属軍需産業委員会はソ連崩壊と共に廃止されたが、
1999年に政府付属の軍需産業問題委員会として復活し、幾度かの改称の後、2014年には大



『大国間競争時代のロシア』研究プロジェクト報告書

̶ 68 ̶

統領が直轄する需産業委員会となった。今日、軍需産業委員会には、関係省庁や軍需企業
の幹部が委員として参加し、軍需産業関連プログラムの策定やその進捗状況の監督、軍需
産業の抱える問題点の検討を行っている。
このような度重なる監督省庁の再編は、産業に対する国家のコントロールの弱化につな
がったと言え、航空機産業をターゲットとする産業政策の立案・実施に少なくともプラス
にはならなかったであろう。

2．企業レベルでのソ連型行政指令システムの解体
省庁レベルだけでなく開発・生産の現場である企業のレベルでも、社会主義時代の行政
指令システムは解体されていった。航空機産業省の管轄下にあった設計局や生産工場と
いった国営企業群は民営化され、従来の国家によるコントロールから脱していった。航空
機産業における企業民営化は、ソ連時代末期に半ばなし崩し的に進められていったことに
端を発した。ペレストロイカの国営企業改革に伴い、各企業に独立採算制が導入され、国
営企業の一部門がスピンオフする形で新しい企業が設立されていった。こうして設立され
た新たな企業は独立採算制の名の下、従来の国家のコントロールから外れていった。ソ連
崩壊後、航空機産業も含めた軍需企業の民営化は本格化する。1992－1994年には民営化クー
ポン（バウチャー）を利用した大規模民営化が実施され、1994－ 1999年には金銭で民営
化対象企業の株式を購入する貨幣民営化が実施された。一連の民営化の結果、すでに 1995
年の時点で約 6割の軍需企業の株式が売却され、各企業への国家のコントロールは弱まっ
ていった。
だが、民営化され国家のコントロールから脱した軍需企業が、ソ連崩壊直後のロシアの
新たな環境で生き延びるのは困難であった。1990年代を通して国防発注は財政難ゆえに大
幅に削減され 8、またソ連時代からの伝統で生産されてきた各種民需品（旅客機だけでなく、
テレビや冷蔵庫などの耐久消費財や他産業のための機械設備など）はロシア経済全体が混
乱・縮小する 9なかで買い手が見つからず、企業の経営状況はひっ迫していった。こうし
て一部の企業では生産活動の停止に追い込まれ 10、また若い世代を中心に多くの研究者や
技術者が航空機産業から去ってゆき、ソ連時代から続いた企業間の技術的・経済的な結び
つきが失われていった。
企業間の技術的・経済的連関の喪失はソ連の崩壊そのものによっても引き起こされた。
ソ連時代、ウクライナやグルジア（現ジョージア）、ウズベキスタンにはソ連航空機産業を
構成する設計局や工場がおかれていた。なかでもウクライナにおかれたアントノフ設計局
とその関連工場は、ソ連・ロシアの主力輸送機を開発・生産していたが、2014年のウクラ
イナ危機とそれに続くロシアによるクリミア編入により、ウクライナ政府は対ロシア制裁
の一環としてロシアとの軍事技術交流を中断することを決定し、ソ連時代から続いてきた
ロシア・ウクライナ間の技術的・経済的連関は完全に失われた。同様に、ジョージアとの
技術的・経済的連関も 2008年のグルジア紛争をきっかけに失われた。

3．政府主導による産業再編―ソ連型産業統制メカニズムの復活か？
このように、国家機関の度重なる改組、企業レベルでの混乱、財政難による航空機産業
への国防発注の激減、ロシア経済そのものの混乱といった要因が重なることで、かつて世
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界の航空機の約 1/4を生産していたロシアの航空機産業の生産高は大きく落ち込み 11、中国
やインドへの軍用機の輸出によってかろうじて生き延びている状況にあった。こうした事
態を重く見た政府は、ロシアの軍需産業の中核部門である航空機産業の立て直しに本格的
に着手することを決定した。積極的な産業政策の実施に政府が踏み切った背景には、2000
年代に入りロシア経済が石油や天然ガスなどの資源輸出の増大によって急速に成長し、政
府の財政状況も著しく改善したことや、その裏返しとなるが、ロシア経済自体が資源依存
をますます強め、油価の下落のような外部ショックに対する脆弱性が高まっているという
認識が政府内外で広く認識されるようになったことがある。
こうしてロシア政府は、企業間の生産・技術的連関を復活させ、また同時に企業に対す
る国家の影響力の回復を狙って、各設計局を中心に主だった企業を垂直統合させる方針を
打ち出した。2002 年に航空・宇宙防衛コンツェルンアルマズ・アンテイが創設されたの
を皮切りに軍需企業の統合が本格化し 12、航空機産業においては 2000年代前半までにス
ホーイ、ミグ、ツポレフ、イリューシン、イルクート 13といった企業グループが形成され、
2006年 11月にはこれら企業グループを傘下に収める統一航空機製造会社（OAK）が創設
された。政府は OAK株式の 75%以上 を保有することが定められ、同社の幹部人事にも影
響を及ぼすようになり、航空機産業に対する強い統制力を手にした。

OAKを中心に航空機産業の再編は今日も続いている。2016年 12月、OAKは傘下の企業
を軍用機部門、民間機部門、輸送機部門といった事業部に組み入れ整理・再編する方針を
明らかにした 14。だが、こうした OAKの再編には傘下企業からの反発も強い。ソ連時代は
それぞれ独立の企業として競合関係にあったことや、再編によって自分たちの工場が整理・
縮小されるのではないかといった懸念がトップダウンの再編への反発につながっている 15。
こうした状況を打破すべく、OAKのさらなる改革が企図された。2018年 10月、ロシア政
府は保有する全ての OAK株式を、軍需企業の大半を傘下に収める国家コーポレーション・
ロステフに譲渡することを決定した。
ちなみにロステフとは、国営兵器輸出会社を母体に、ハイテク産業を振興する目的で

2007年に設立された国家コーポレーション（さしずめ公社とみなしてよい）であり、その
傘下には自動車会社カマズや航空機用エンジン等を開発・生産する統一エンジン製造会社
（ODK）、ヘリコプター製造会社ヴェルタリョートゥイ・ロシー、銃火器で有名なカラシニ
コフ・コンツェルンなども入っている。同社はかねてより OAKを自社傘下に収めること
を政府に求めていたが、その念願が叶ったと言えよう 16。OAKがこのロステフに吸収され
たことによって、同社はロシアの軍需産業のほぼすべての分野をカバーする巨大コングロ
マリットとなっている。
さて、2006年の OAKの創設から 2018年のロステフへの OAKの移管をもって、ロシア
の航空機産業における大規模な組織再編はほぼ終了したとみなすことができるが、これは
何を意味しているのであろうか。今日のロシアではソ連時代を彷彿とさせる軍需産業の監
督システムが形成されるに至った。ソ連時代の閣僚会議付属軍需産業委員会の管轄下にあ
る軍需産業関連 9省が各企業（設計局や工場）を監督する体制に代わり、ロステフが傘下
の持株会社（航空機産業の場合は OAKや ODKなど）を通じて各企業を統制するようになっ
た 17。ロステフが軍需産業を取りまとめるソ連時代の軍需産業委員会の役割を果たし、ロ
ステフ傘下の持株会社（株式会社の形態をとる）が部門別産業省の役割を果たすという相
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似形をなしていると言えるだろう。ただし、この構図はソ連時代の計画経済体制とは異な
り、今日の国家は市場経済のルールに適応した形で、すなわち株式保有を通じて傘下企業
をコントロールしている点には注意を払う必要がある。

図　今日のロシアにおける航空機の開発・生産体制

注 1） 今日のロシアの航空機の開発・生産体制では、産業貿易省の国家プログラムや国防省の国家兵器プ
ログラムによる発注を受けた企業や研究機関が航空機を開発・生産し、ユーザーである航空会社や
軍に納入している。兵器輸出についてはロステフ傘下の国営兵器輸出会社ロスアバロンエクスポル
トを通じて契約・納品がなされている。

注 2） ソ連時代には、設計局と工場は別組織として存在していたが、ソ連崩壊後の産業再編に伴い、生産・
技術的連関に基づいて設立された企業グループの傘下組織となった。その後、こうした企業グルー
プを傘下に収める形で設立されたのが、図中の OAKや ODKである。

注 3） 図中にある TsAGIは、中央流体力学研究所（Tsentral'ny Aerogidrodinamicheskiy institut）の略称で、
1918年に創設された国立の航空工学研究所である。ここでの実験結果をもとに各設計局では航空機
の機体形状の設計を行い、その設計図をもとに工場では航空機を量産する。

（出所）伏田（2021）の図を修正。

4．ロステフは航空機産業に成長をもたらすか？ 18

前節で見た通り、OAKがロステフに移管されたことで、機体メーカーからエンジンやア
ビオニクスなどのコンポーネントのメーカーに至るまでほぼ全ての企業がロステフ傘下と
なっている。これまでロステフは傘下企業を立て直してきたが、OAKを始めとする航空機
産業に成長をもたらすことはできるのだろうか 19。

OAKのロステフへの移管には次のようなメリットがあるだろう。（1）兵器輸出公社を母
体にして設立されたロステフの傘下に入ることにより、兵器輸出で得た潤沢な資金を OAK
に投下することが可能となり、OAKの債務返済や研究開発プロジェクトが加速化する。（2）
ロステフ傘下の ODKなどの航空機関連の企業との協業を通じて、航空機の開発から生産・
販売までをロステフが一手に行えるようになり効率性が上がる。
他方、デメリットとして次のような点が考えられる。アメリカの対ロシア制裁の対象で
あるロステフ傘下に入ることで OAK自身も制裁対象となり、今後の航空機（特に民間機の）
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開発・生産にネガティブな影響がもたらされる。実際、OAK傘下のイルクートが開発中の
新型旅客機MS-21の開発・生産では、制裁によってアメリカ製の炭素繊維複合材料が入手
できなくなったことにより国産素材への代替が進められているが、このために計画全体に
遅れが生じている。
西側諸国の制裁は「航空機産業の発展」国家プログラム 20の遂行にも影を落としかねない。
プーチン政権は、ロシア軍の装備更新が一段落したことに伴い、今後、国防発注を削減す
ることを決定し、2030年までに軍需産業の全生産のうち民需品生産を 50%以上にするこ
とが求めている 21。OAKを始め航空機産業でも旅客機の開発・生産に重心を移してゆく必
要に 迫られているが、民需品生産を 50%以上にするという目標の達成は容易ではないだろ
う。
今日、競争力のある旅客機を一国だけで開発・生産するのはほぼ不可能であり、ロシア
といえども外国との協力は欠かせない。現に新型旅客機のスホーイ・スーパージェット
（SSJ）やMS-21は広く西側諸国にパートナーを募って開発されている。だが、対ロシア制
裁が続くなかでは航空機の開発・生産で先進技術を持つ西側諸国との協力は難しく、ロシ
アが新技術を外国から得るのは著しく困難であろう。技術面で西側の航空機と同等の航空
機をロシアが今後も開発・生産してゆくのは容易ではないと思われる。また、欧米との対
立が続く状況下では、軍用機は言うに及ばず、民間機においても、たとえ欧州の型式証明
を受けたとしても、ロシア製旅客機が西側諸国で売れるようになるとは考えにくい。さら
に、第三国がロシア製航空機を導入するようなケースであっても、西側の制裁対象である
ロシアから航空機のような戦略的に重要な資材を導入すれば、その第三国自体が欧米の二
次的制裁対象となることもありうる 22。以上のような理由から、ロシア製旅客機が国内外
で十分なシェアを獲得してゆくのも容易ではないだろう。
航空機産業のシステマティックな発展を促すため、ロシア政府は産業全体を（欧米の制
裁対象でもある）ロステフ傘下に入れたわけだが、欧米諸国との関係が著しく悪化してい
る今日の状況下では、はたしてそれがロシアの航空機産業にとってプラスとなりうるのか
は疑問である。航空機産業全体がロステフ傘下となったことの功過は今後明らかとなるだ
ろう。

5．西側諸国とのデカップリングが進むロシアの航空機産業
ソ連崩壊から 30年を経て、ロシアと西側諸国との関係は融和から冷戦時代に回帰したか
のような対立へと転換しつつあるが、そうした変化は航空機産業というプリズムを通して
も確認することができるだろう。ソ連時代末期から 1990年代にかけては、冷戦終結とい
うユーフォリアのなか、航空機産業においてもロシアと西側諸国の接近が見られた。その
後、2000年代に入り経済のグローバル化が一層進むなか、ロシアの航空機産業もまたグロー
バルなバリューチェーンのなかに入ってゆく、あるいは自らが中心となる新たなバリュー
チェーンの構築を目指した。だが、2014年のクリミア併合によって欧米諸国との関係悪化
が決定的となり、対ロ経済制裁が科されるようになると 23、ロシアの航空機産業もまた西
側とは一定の距離をとらざるをえなくなった。
ソ連時代末期の国営企業改革を契機に、航空機産業においても西側企業との接近が進み、
合弁企業が多数設立された。1990年代の国防発注の大幅削減や国内需要の激減に苛まれて
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いたロシア企業は、外資導入することで投資資金を確保するだけでなく、西側の技術を導
入し、海外市場への進出が容易になるだろうと目論んだ。一方、西側企業もまた、合弁企
業を足掛かりに、ロシア市場への参入やソ連時代から蓄積されてきた基礎技術や優秀なロ
シア人人材の獲得を目指した 24。こうしてロシア側・西側双方の利益が合致することにより、
1990年代には様々な共同プロジェクトが計画された。例えば、ソ連時代末期に開発された
中型旅客機 Tu-204や大型旅客機 Il-96に西側コンポーネントを搭載して欧米の型式証明を
取得し、旧ソ連圏以外でも販売するといった計画があった。だが、こうした共同プロジェ
クトも、1990年代のロシア経済自体の混乱や、ボーイングやエアバスといった自国企業に
比肩するようなライバルをわざわざ育成する必要はないといった欧米諸国の政界や産業界
からの反発のために、その多くが頓挫することになった。
こうして 1990年代のロシアと西側諸国による協力プロジェクトは、目立った成果を挙げ
ることなく終わり、また、ロシア政府も外国との協力に否定的となっていった。1998年、
「航空機産業発展のための国家規制について」という法令が発効し、航空機産業の企業に
おける外資の参加比率は 25%マイナス 1株未満とされ、また外国人の経営参加が禁止され
た。こうした外資に対する制限は、ロシア企業を外資の敵対的買収から守るという名目で、
2002年 5月にさらに強化された。これら一連の政策の結果、1990年代に一大ブームとなっ
た西側との合弁企業は事実上禁止されることになった。とはいえ、西側企業との関係は全
く絶たれたわけではなかった。ボーイングやエアバスは自社のエンジニアセンターをロシ
ア国内に設立し今日に至るまで活動しているし、ギドロマシや VSMPO-Avismaといったロ
シア企業は、エアバス旅客機の重要なコンポーネントを供給し続けている。
航空機産業における外資制限が見直されることになったのは 2008年で、ロシア製新型旅
客機スホーイ・スーパージェット（SSJ）の開発がきっかけとなった。老朽化したソ連時代
からの小型旅客機（リージョナル機）を置き換える国家プロジェクトが発足し、戦闘機の
開発・生産で著名なスホーイ設計局はボーイングと協力して新型旅客機 SSJを開発する計
画で応札した。SSJ計画は外国製部品を多用することで欧州の型式証明の取得を容易にし、
海外市場へのアクセスを容易にしようという発想に基づく 25。2003年に SSJ計画が正式に
採用され、2008年には航空機産業における外資制限が緩和された。これにより SSJを開発・
生産するスホーイ民間航空機（スホーイグループの子会社）はイタリアのアレニア・アエ
ロナウティカからの出資を受け入れた。2011年、スホーイは「ロシアで初めて国際協業に
よって一から開発された航空機（SSJ）」の定期運航開始にこぎつけた。

SSJの経験で得た、航空機の開発・生産における今日的な国際協業のあり方は、OAK傘
下のイルクートが現在開発中の中型旅客機MS-21にも活かされた。だが、前節で触れたよ
うに、アメリカの対ロ制裁の発動により、MS-21の主翼に用いられる炭素繊維複合素材の
入手が困難になり、ロシア製素材への切り替えを余儀なくされている。SSJもまた、エン
ジンを始め各種コンポーネントをロシア製に代替した SSJ NEWにリニューアルすることが
計画されている 26。このように、対ロ制裁をきっかけに、ロシアの航空機産業は「輸入代替」
を余儀なくされ、2000年代半ばまでに築き上げられてきた欧米諸国との関係のデカップリ
ングが進みつつある。
軍用機部門でのデカップリングは、民間機部門以上に強く意識されている。2021年 7月
に初披露されたロシアの新型ステルス軽量戦闘機チェックメイトは、その性能や技術的特
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徴もさることながら、すべてのコンポーネントがロシア製である純国産であることも注目
を集めた。開発元のスホーイの代表は「チェックメイトのもう一つの利点は、その構造に
使われているのはロシア製のコンポーネントのみであることだ。外国の軍用機の多くが（国
際）協業によって製造されているが、それゆえに輸出が著しく制約されてしまうことがあ
る」と述べた 27。このコメントを報じたロシア国営タス通信は、スウェーデンの小型戦闘
機グリペンがアメリカ製コンポーネントを利用していたため、アメリカ議会によって輸出
ができないことがあったと実例を挙げて紹介しており、チェックメイトのような輸出を念
頭に置いた兵器であっても国産であることの重要性を仄めかした 28。

おわりに
ソ連崩壊後 30年にわたるロシアの航空機産業の再編過程を見ると、一周回ってソ連型の
産業統制メカニズムが復活しつつあるかのような印象を受ける。ソ連の社会主義体制が崩
壊したことにより、航空機産業も含む軍需産業を監督するシステムは崩れ去った。一旦は
バラバラとなった各企業を、ロシア政府は新たに創設した持株会社の下に再度集結させ、
OAKなどの企業グループを生み出した。これと並行して、ロシア政府は国営兵器輸出会社
を母体に、ハイテク産業振興を目的とする国家コーポレーション・ロステフを創設した。
ロステフは多様な企業を傘下に収めるコングロマリットとなり、OAKもその一部となった。
こうして政府はロステフを司令塔として産業を統制する仕組みを作り上げたが、これは結
局のところソ連時代の産業統制メカニズムを今日の市場経済に合わせて作り直したと理解
することができるだろう。
だが、果たしてこの「ネオソビエト的」とも形容できるロステフと OAKを中心に再編
されたロシアの航空機産業が今後、西側諸国のそれと伍してゆけるかどうかは疑問が残る。

2019年にロシアで生産された民間機の数は 11機、ヘリコプターは 64機、2020年はそれ
ぞれ 12機、84機と低迷が続いている 29。長期にわたるロシア経済の低迷だけでなく、近
年はコロナ禍の影響も受け、航空需要が大幅に減少するなか、また、ソ連時代とは違い旧
社会主義圏というマーケットを失っている今日のロシアの航空機産業が、少なくとも民間
機の生産機数において、ボーイングやエアバスのようなトップランナーに追いつくのはか
なり困難であることは明らかだ 30。
また、技術面（少なくとも軍用機部門）においても欧米とのパリティを維持できるかは
楽観できない。2021年 7月 20日、プーチン大統領はモスクワ国際航空宇宙サロン（MAKS）
の開会式で「ロシアの航空機産業は新しい競争力のある航空機を作り続け」、「ロシアは航
空機産業のリーダーの一角としての地歩を固める」ことを高らかに宣言し 31、この大統領
の言葉を証明するかのように、MAKSでは新型戦闘機チェックメイトや新型旅客機MS-21
が披露され、ソ連崩壊後長らく低迷していた航空機産業の復活がアピールされたが、5節
で触れたように西側諸国とのデカップリングが進むなか、最先端の技術をロシア一国内だ
けで獲得し続けることは果たして可能だろうか。一部の業界団体は、西側の対ロ制裁が続
くなかでは、ロシアの航空機産業がグローバルなバリューチェーンに参入し、西側諸国か
ら新技術を導入（借用）することで成長するというシナリオ（これは SSJ開発の際のイデ
オロギーでもあった）はもはや成立せず、ロシアは自力で自らが中心となるバリューチェー
ンを構築し、世界の航空機産業の発展の方向性を規定してゆかなければならないと説く 32
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が、夢物語にすぎやしないだろうか。ソ連時代のような技術面でのアウタルキーが今日に
おいても成立するだろうか。
ソ連崩壊 30年を経て、ロシア国内だけでなく対外関係も大きく変わるなか、ロシア政府
は新たな環境に適応させるべく航空機産業の再編を進めてきた。改革の成否はそう遠くな
い将来に明らかになるだろう。（2022年 2月 21日脱稿、2月 28日最小加筆）

（追記　2022年 3月 10日）
EUは対ロシア制裁の一環として、リース会社に対して 2022年 3月末までにロシア向け
民間航空機リース契約の打ち切りをするように要請した。これに応じて、世界の航空機リー
ス大手がロシア事業から撤退する意向を表明している。また、ボーイングやエアバスなど
の航空機メーカーは、ロシア向けの部品供給や修理サービスの停止やロシア企業からコン
ポーネント購入の中止を発表した。航空機産業におけるロシアと西側諸国のデカップリン
グは決定的となった。
こうした一連の欧米諸国の措置により、ロシア国内の西側製民間旅客機約 700機が飛行
できなくなる恐れがでてきた。ロシア政府は国産新型旅客機MS-21等でその穴埋めをす
ることを期待しているが、（1）ロシア国内での民間機生産能力はフル稼働したとしても年
産 50－ 70機にしかすぎない、（2）MS-21の基本モデルはアメリカ製エンジンを始め西側
のコンポーネントを利用しているために制裁下では生産できない、（3）そもそも純国産の
MS-21-310はまだ型式証明を受けてが始まっていない、といった問題点があり、短期間に
不足する旅客機の問題を解決することは極めて困難である。ロシア航空業界の長期低迷は
避けられないだろう。
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―注―

＊ 本稿は 2022年 2月 24日のロシア軍によるウクライナ侵攻以前に執筆されたものだが、注を追記するこ
とで情報のアップデートを試みている。なお、本稿に記載した URLはすべて 2022年 2月 28日にアク
セス確認済みである。
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業・組織と約 200万人の就業者が存在している（https://minpromtorg.gov.ru/activities/industry/siszadachi/
oboronprom/）。また、少し古いデータだが、2017年時点では航空機産業に属する企業は 248社、就業
者数は 40万 7500人であった（伏田、2018）。

6 航空機産業省、造船工業省、無線工業省、電子工業省、国防工業省、機械製作工業省、一般機械製作工業省、
中規模機械製作工業省、電信装備工業省の 9省。

7 なお、航空宇宙庁の宇宙部門は連邦宇宙局として独立し、その後、国家コーポレーション「ロスコス
モス」へと改組され、現在に至る。国家コーポレーションとはさしずめ、公益を実現するために国によっ
て設立される特殊会社、公社と理解してよい。
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10 1998年の軍需産業の生産高は、1991年水準のわずか 19.2%にまで減少した （Ханин, 2020, с.513）。
11 1997年の航空機産業の生産高は 1992年水準のわずか 2割程度で、軍用機の生産は 1992年の 1/4であっ
た。旅客機の生産が最も落ち込んだのは 1996年で、わずか 5機しか生産されなかった。生産減のた
め設備稼働率は平均 25－ 30%にまで落ち込み、労働者数は約半分にまで減少した（Колпаков, 2011, 
с.487-510）。

12 軍需産業を管轄する産業貿易省によると、2020年時点では軍需産業には 40の企業グループが存在し、
これらのグループによる生産は軍需産業全体の 84%を占めている。

13 イルクートはもともとスホーイ戦闘機などの量産工場であったが、ヤコヴレフ設計局を傘下に収めた
ことで、開発から生産までを一手に担うグループへと成長した。

14 OAKの HP上に「2035年までの OAKの戦略目標とその達成のための再編方針（Стратегические цели 
ОКА до 2035 года и направления преобразований для их достижения）」と題する資料が公表されていた
（現在は削除されている）。なお、2020年 2月にはスホーイの民間航空機部門がイルクートに吸収合併
され 、同年 6月にはスホーイとミグの経営が統合された。

15 https://www.business-gazeta.ru/article/477021
16 ロステフのチェメゾフ社長は 2017年 3月、政府の OAK保有株式をロステフに譲渡するように求めた。
このチェメゾフ提案に対して、大統領府内では反対、政府内では賛成する声があがり、すぐには合意
に至らなかった。https://www.kommersant.ru/doc/3242015ならびに https://www.kommersant.ru/doc/3676791
参照。

17 Зельднер (ред.) (2021) с.84, 87. 
18 本節の記述は、伏田（2021）の第 3節「ロステフは航空機産業に成長をもたらすか？」に加筆したも
のである。

19 ロステフ創設時、傘下の軍需企業の多くは経営困難な状況にあったが、ロステフは傘下企業を整理統
合し経営改善したという（Зельднер, ред., 2021, с. 52, 114）。

20 現行のプログラムは 2014年 4月 15日に採択された。
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21 Власкин (2019), Цедилин (2021). 
22 トルコはロシアから最新型の防空ミサイル S-400を購入したが、アメリカはトルコを最新型戦闘機

F-35の生産パートナーから追放し、アメリカ製のパトリオット・ミサイルのトルコへの供与を撤回し
た。インドもまたロシアから S-400を購入しているが、インドに対しても何らかの制裁を科す可能性
があることをアメリカ軍高官は示唆している（https://www.dw.com/ru/ssha-prizvali-indiju-ne-priobretat-
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23 ロシアのウクライナ侵攻を受け、2022年 2月 26日、EUもロステフやイルクート、スホーイなどに制
裁を科した（https://ria.ru/20220226/sanktsii-1775199240.html）。

24 また、当時の東西融和的な政治情勢の下、西側はロシアの軍需産業の軍民転換を促すという観点から
もロシア企業との合弁プロジェクトに積極的であった。ОАО «Авиапром» (2017) с.659.

25 https://www.bbc.com/russian/business/2015/08/150818_ssj_new_sanctions_can_be_fatal
26 https://rostec.ru/news/superdzhet-obnovlyaetsya/
27 https://tass.ru/armiya-i-opk/12902727
28 Там же.
29 https://tass.ru/ekonomika/11616513 
30 コロナ禍以前 2019年のボーイングの旅客機の生産数は、小型旅客機 B737は月産 57機、中型機 B787
は月産 14機であり、コロナ下の 2020年においてもそれぞれ月産 30機、月産 7－ 8機であった。ロ
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31 http://kremlin.ru/events/president/news/66224
32 ОАО «Авиапром» (2017), с.80.

 


